
表－1 対象盛土の施工仕様 

岩種 粘板岩 最大粒径 150mm

絶乾比重 2.68～2.69 吸水率 0.8～1.0％

単位ｾﾒﾝﾄ量 60kg/m3 含水比 5～6％

まき出し厚さ 25cm×2層 転圧厚さ 50cm

転圧機種 10t級振動ﾛｰﾗ 転圧回数 10回

母　　　　　材母　　　　　材母　　　　　材母　　　　　材

C　　S　　GC　　S　　GC　　S　　GC　　S　　G

盛　　　　　立盛　　　　　立盛　　　　　立盛　　　　　立
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１．はじめに 

 CSGは、現場発生材に少量のセメントを添加混合して強

度増加を図るものであり、改良盛立材として仮締切堤など

への適用実績がある。CSGの耐久性について、これまで室

内供試体および原位置コア（母材が河床砂礫）を用いて試

験法などの検討を行っている 1)2)。 

本報文は、CSGの耐久性を評価するために母材が粘板岩

である CSGの試験盛土より採取した原位置コア（約 2年経

過後）を用いて凍結融解試験を行った結果を述べる。 

２．試験概要 

2.1 採取対象と方法 

採取対象である CSG 試験盛土の母材の物性値と施工仕

様を表-1 に示す。母材は粘板岩で、4.75mm 以下の通過率

が約 30～47％で、細粒分を約 8～10％含んでいる。CSGの

単位セメント量は 60kg/m３である。対象の CSG盛土は築造

後約 2 年が経過している。供試体は S 波速度 Vs=400～

420m/s の地点（A 地点）と Vs=500～650m/s の地点（B地

点）の 2ヶ所において、コンクリートカッターを用いてブ

ロック状にサンプリングした。S波速度より B地点の固結

度が高いと言える。 

2.2 凍結融解試験法 

 供試体は、図－1に示すようにポリエチレンシートで密

封して供試体への水分の出入りがない条件（気中状態）と

した。この理由は、CSG構造物の表層はコンクリートなど

で保護することで水の出入りの少ない条件下におくため、

その状態を考慮したことによる。凍結融解試験条件は図-2に示すように-18℃の凍結に至るまでの 2時間、

+3℃の融解に要する 1時間 40分の計 3時間 40分を 1サイクルとし、最終目標を 300サイクルまでとした。 

 測定は、開始時、1、3、10、20、30、40、60、80、100、125、150、175、200、225、250、275、300
サイクルごとに質量、一次共鳴振動数および超音波伝播速度の 3項目を行った。試験供試体は A地点で長方

体状の 4供試体（A供試体：一辺約 5～9cm、高さ 10～20cm）、B地点で 3供試体（B供試体：一辺約 7～10cm、

高さ 10～20cm）である。 

３．試験結果および考察 

 A地点の 4供試体は 125サイクルで全てが崩壊し、Ｂ地点では 200サイクルで 3供試体のうち 1供試体が

崩壊したが、残り 2供試体は 300サイクルまで崩壊しなかった。写真-１に B供試体の試験前と 200サイクル

終了時の状態を示す。次に、質量減少率、動弾性係数、超音波伝播速度について述べる。 

3.1 質量減少率 

 図－3 にサイクル数と質量減少率 W の関係を示す。W は W=(Wo-Wn)/Wo×100（％）で表した。ここで

 
 
 
 
 
 

図－1 試験装置の概要 

 
 
 
 
 
 
 

図－2 供試体の温度履歴 

キーワード：CSG、凍結融解、耐久性、質量減少率、動弾性係数、超音波伝播速度 
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図－3 ｻｲｸﾙ数と質量減少率の関係 
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図－4 ｻｲｸﾙ数と動弾性係数の関係 
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図－5 ｻｲｸﾙ数と超音波伝播速度の関係 
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図－6 ｻｲｸﾙ数と相対伝播速度の関係 

Wo、Wnはそれぞれ試験開

始前の質量、n サイクル終

了時の質量である。Ａ供試

体とＢ供試体の質量の減少

傾向は異なっており、固結

度が高いB供試体の方がそ

の変化量はゆるやかである。

質量減少率が 50％以上を

超えるとサイクル数は、A供試体で約 50～100サイクル、B供試体で約 170～300サイクルである。 

3.2 動弾性係数 

 コンクリートの耐久性の検討で用いられている動弾性係数の測

定を行い、CSG をコンクリートと対比した。A 供試体は最大 40

サイクルで、B供試体は最大 60サイクルで測定が不能となった。

図－4 にサイクル数と相対動弾性係数 f の関係を示す。ｆ=fn2/fo2

×100（％）として求めている。ここで fo、fn はそれぞれ初期お

よび nサイクルにおける供試体の一次共鳴振動数である。コンク

リートの耐久性基準によれば 300 サイクルで f≧60％が必要とさ

れるが、A供試体は 3～15サイクル、B供試体は 20～30サイクル

で f≦60％となり、コンクリートの基準（今回の供試体寸法と違

いがある）は満たしていない。 

3.3 超音波伝播速度 

超音波伝播速度は A 供試体で 40～80 サイクルまで、B 供試体

で 150～300サイクルまで測定できた。図－5にサイクル数と超音

波伝播速度との関係を示す。超音波伝播速度が大きいほど長期サ

イクルまで耐えられる。図－6 にサイクル数と相対伝播速度 Vp

の関係を示す。Vp=Vpn/Vpo×100（％）として求めた。ここで Vpo、

Vpnはそれぞれ初期および nサイクルにおける供試体の超音波伝

播速度である。Vpは Aおよび B供試体とも約 80サイクルまでほ

ぼ同じ傾向を示している。B供試体の 2供試体は 80～300サイク

ルの間で Vpは約 60％を示している。すなわち、耐久性を評価す

るには長期に渡って測定できることが望ましいので、この測定方

法はひとつの指標になり得ると考えられる。 

４．まとめ 

 今回の気中状態の凍結融解試験から CSGの耐久性について、次

のことがいえる。1) S波速度の大きい方が質量減少率は少ない。

2)初期の超音波伝播速度と耐久性の相関はよい。3)コンクリート

より固結度が低い CSGの耐久性の評価は、超音波伝播速度の方が

望ましい。 
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（試験前）              （200サイクル終了時） 
 
 
 
 
 

写真-１ B供試体の試験前後の変化 
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